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これらの分析結果からは、以下の点を確認することができる。 
(1) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていなかった研究者については、

産学連携への参加はその後の研究者の研究成果にプラスの影響を与えない。論文発表件数という量的側

面については、産学連携への参加の程度と明確な関係は見られないが、論文被引用件数という質的側面

については、産学連携により活発に参加するほど研究成果は低下する傾向がある（なお、この傾向は、

両者の間の相関分析でも明らかである。産学連携への参加の程度と、自引用を含む論文被引用件数及び

自引用を除く論文被引用件数の増加率との間には、いずれも 1％水準で有意な負の相関が確認できる）。 
(2) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていなかった研究者については、

論文発表件数、被引用件数の増加率のいずれにおいても、対象期間にまったく産学連携を行っていない

研究者の方が研究成果の増加率が高い。平均値の差の検定では、自引用を含む被引用件数の増加率につ

いて 5％水準で有意であった。 
(3) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていた研究者を対象にした場合、

産学連携への参加の程度がその後の研究成果に与える影響は上記(1)(2)とは異なる結果を示す。論文発表

件数（研究成果の量的側面）への影響については、相関分析では明確な傾向は見られないが、図表 2 に

見られるようにそこには逆 U 字の関係を見出すことができる。つまり、産学連携への参加の程度が一定

程度まで高まるにつれて論文発表件数は増加するが、その程度がさらに高まるにつれて低下するという

傾向が見られる。このことは、論文被引用件数（研究成果の質的側面）についても同様である。相関分

析では産学連携への参加の程度と論文被引用件数の増加率との間には負の相関が見られるが（自引用を

含む場合には 5％水準、自引用を除く場合には 1％水準で有意）、産学連携への参加の程度が一定程度ま

で高まるにつれて被引用件数は増加し、その程度がさらに高まるにつれて低下するという傾向が観察で

きる。 
(4) 産学連携の対象期間（1998 年～2000 年）より以前に産学連携を行っていた研究者については、上記(2)

とは対照的に、産学連携を全く行わない研究者よりも産学連携を行う研究者の方が、その後の論文発表

件数及び自引用を除く被引用件数の増加率が高くなっている。平均値の差の検定によれば、論文発表件

数について 10％水準で有意であった。 
 
5. 考察と政策的インプリケーション 

以上の分析結果によれば、産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響は、過去に産学連携の経験があ

るかどうかによって異なることが理解できる。産学連携に初めて参加する研究者あるいは一定期間産学連携

に関わってこなかった研究者においては、産学連携は研究成果にプラスの影響を与えるというよりも、むし

ろマイナスの影響を与えること、特に研究の質（被引用件数）を低下させることが確認できる。他方、それ

までに産学連携に参加した経験を持つ研究者にとっては、一定程度までの産学連携への参加は研究成果を向

上させること、しかし過度の参加は逆に研究成果を低下させる傾向を持つことが伺える。このことは、研究

室の規模や学術的な研究活動へのエフォートとの関係で産学連携に適度に参加することの重要性を示唆して

いる。 
過去に産学連携に参加したことがあるかないかによって、ある時期の産学連携への参加の程度が研究成果

の向上に与える影響が異なるという事実は、第 2 節で述べた「産学連携の経験蓄積」の効果を浮き彫りにす

る。つまり、それまで産学連携を行っていなかった研究者にとっては、産学連携への参加は慣れない調整活

動への対応によって研究活動にネガティブな影響を与えるが、産学連携の経験がある研究者は過去の経験を

生かし、産学連携をより有効に活用することができると考えられる。 
このような分析結果から得られる知見は、産学連携施策の展開に当たって以下のような点を考慮に入れる

ことの重要性を示唆するだろう。第一に、過去に産学連携を実施していなかった研究者に対しては、産学連

携は少なくとも短期的には研究成果にプラスの影響を与えるのではなく、むしろマイナスの影響を与えるこ

とがあることから、産学連携に際しての手続きや連携の進め方、連携からの研究成果の発表方法等に関する

情報提供など、何らかの支援策が必要となるだろう。 
第二に、過去に産学連携を実施してきた研究者に対しては、ある一定程度までの産学連携への参加はその

後の研究成果を向上させるが、その程度がさらに高まると逆に研究成果を低下させる傾向が見られることか

ら、学術的な研究活動と産学連携活動におけるエフォート率の適正管理を行い両者のバランスを図ること、

また産学連携に係る補助金の利用頻度に上限を設けることなどを通じて産学連携への過度の参加を抑制する

ことなどを入念に検討することが求められよう。 
 以上、本稿では産学連携が大学研究者の研究成果に与える影響を、産学連携の経験蓄積という視点から考

察してきたが、ここでの分析では研究者の研究分野の違いは考慮されていない。データベース所蔵の 2,848
名のうち 688 名（24.2%）はライフサイエンス分野の研究者であり、ここでの分析結果はややこの分野の特

徴が色濃く反映されている可能性がある。今後、研究分野ごとの相違を考慮した分析が求められる。// 
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大学・公的研究機関の研究成果の産業応用のホ౯ 
㹼産学連ᦠを経験した業としない業の比較 
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1. はじめに 

1995 年の科学技術ᇶ本ἲ施行をዎ機としてࠊ我が国の大学・公的研究機関によるᇶ♏研究にはከ㢠

の公的資㔠が投入されてきた。ࡑれとྠにࠊこうした大学・公的研究機関によるᇶ♏研究から⏕まれ

るࢼレッジをいかに産業応用にࡘなࠊࡆ♫会に㑏ඖさࡏていくかがࠊ政策ୖ㔜要なㄢ題として᳨ウされ

てきた。ここにおいてࠊ産業ഃからみたアカデミックࢼレッジの活用方ἲࡸ活用ᗘ合いにࡘいて࢚ࠊビ

デンスをもってᢕᥱすることはࠊ政策立するୖで必要である。しかしながらࢼࠊレッジ自体が↓ᙧの

ものでありࡑࠊれがどのように産業ഃで用されているかは࢚ビデンスとしてとらえがたい。またࢼレ

ッジはスࣆル࢜ーバーするためࠊどのような経㊰を通じて産業に用されるかにࡘいてࠊデータをもっ

て㏣㊧することは⮳㞴のわࡊである。 
しかしながらࠊඛ行研究では産業ഃの主体に対するアンࢣート調査を通じてࠊ主観的データというᙧ

で定量的なᢕᥱをヨみてきた。Mansfield(1991)(1998)はࠊ業アンࢣートの調査結果にᇶ࡙きࠊᇶ♏研

究の成果がなければ新しい〇ရࡸ〇造方ἲの 10%はࡑのⓏሙが著しく㐜れただろうと指摘している。日

本において業に対し産学ᐁ連ᦠの実態調査を行ったඛ行研究としては5ࠊIETI�2003�5ࠊIETI（2004）ࠊ

ᒸᐊ（2006a,b）ࠊᒸᐊ（2009a,b）などがある。 
我ࠎはࠊMansfield のアンࢣート㡯┠を⠊としてࠊアカデミックࢼレッジが業のୖࡆに㈉献して

いるᗘ合いࠊならびにࠊアカデミックࢼレッジが↓ければ⏕みฟされᚓなかった新〇ရ・サービスの

合➼を問うためにࠊ日本の業✀業を対㇟とした調査を行った（GRIPS 業サーベイ）。これはᖇᅧ

データバンクのᬒ気動向調査に質問㡯┠を㏣加したものでありࠊᬒ気動向調査のᅇ⟅者のᒙから考える

とࠊ以ୗのようにࠊ主に業の経Ⴀᒙࠊあるいは経Ⴀᒙに近い部⨫のスタッフがᅇ⟅しているものと

定された。ࡑの結果のᐜは㰻⸨・㝮ⶶ(2009)に示した。 
GRIPS 業サーベイの結果としてࠊこうした業の経Ⴀᒙはࠊ大学・公的研究機関の研究成果が自

♫のၟရ化ࡸୖにあまり㈉献していないと考えていることがࠊ定量的に示された（ᅗ㸯）。しかしな

がらࠊアカデミックࢼレッジに対するこのようなホ౯はࠊ༢に大学・公的研究機関との連ᦠを行ったこ

とがないために⏕じているものでありࠊ大学・公的研究機関との連ᦠを行っている業のみに╔┠する

とࠊアカデミックࢼレッジのホ౯はある⛬ᗘ㧗いのではないか。我ࠎはࠊこのような௬ㄝを᳨ドするた

めࠊᅇの報告ではࠊGRIPS 業サーベイのデータのヲ⣽な分析を行った。 
 

2. 分析方ἲ 

GRIPS 業サーベイの調査方ἲはࠊインターࢿットࣔࢽター調査である。ල体的にはᖇᅧデータバ

ンクにࣔࢽターⓏ㘓している業本♫にあてて࣓ールで調査౫㢗を行い࣓ࠊール文୰にある URL にア

クࢭスしてもらったうえでࠊ⏬面ୖでᅇ⟅ࠊ㏦信してもらっている。調査౫㢗はྛ業の本♫にあてて

行われておりࠊ部⨫の指定はしていない。ᅇ⟅者の 5 は経Ⴀᒙでありࠊ経Ⴀᒙでないሙ合でもಶ人で

はなく業としてᅇ⟅してもらっている。我ࠎの調査の代表性の᳨ドもྵめたヲ⣽にࡘいてはࠊ㰻⸨・

㝮ⶶ（2009）をཧ↷されたい。 
本調査の期㛫は 2008 年 12 月 17 日㹼2009 年 1 月 5 日の 20 日㛫である。我ࠎの調査では 2  455

♫を対㇟に調査౫㢗をしࠊ結果として 1  731 ♫から᭷ຠᅇ⟅をᚓられた（ᅇ⟅⋡ 52.5㸣）。ただしࠊ

我ࠎの調査においてࠊෑ頭のタ問で研究開発ࡸእ部で行われた技術ᑟ入を現在あるいは過去活用したこ

とがあるかをたずねたうえでࠊいずれに関しても「ない」とᅇ⟅した業はࡑࠊのᚋのタ問にはᅇ⟅し

ないように質問⚊をタ計している。ࡑのため本✏で実際に用いるサンプルは概ね 5360 ♫でありࡑࠊの
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ሙ合のᅇ⟅⋡は⣙ 26%ということになる。 
 
3. 結果 

まずは本調査サンプルにおける産学連ᦠの実態にࡘいて概観する。我ࠎは本調査においてࠊ大学・公

的研究機関との連ᦠに関してࠊこれまで┤近 10 年㛫でࠊᅇ⟅者が▱る㝈りࠊどのようなᙧ態で大学・

公的研究機関との連ᦠを実施したことがあるかを⪺いた。産学ᐁ連ᦠのタイプにࡘいてはඹྠ研究ࠊጤ

ク研究ࠊ研究者流ࠊᐤ㝃㔠ࠊ技術移㌿（ライࢭンスዎ⣙᭷りࠊ↓し）ࠊベンチࣕーཧ⏬ࠊ研究ヨ料の

近┤ࠊࡆりとりという態ᵝをとりあࡸ 10 年㛫においてᅇ⟅者が▱る㝈り実施があったሙ合に㸯をとる

ダミー変数とする。ࡑの結果ࡑࠊのような経験はないࠊとᅇ⟅した業が༙数以ୖの 55.6㸣おりࠊ続い

てࠊඹྠ研究が 21.2㸣ࠊጤク研究が 11.5㸣の㡰でከかった（ᅗ㸰）。ఱらかのᙧで大学・公的研究機関

と連ᦠした経験がある業は44.4ࠊ㸣ということになる。 
ここで産学ᐁ連ᦠの経験がある業とない業ࡑࠊれࡒれの≉ᚩを概観する。表㸯はࡑれࡒれの業

のグ㏙⤫計である。また୧者に⤫計的に᭷ពな㐪いがあるかどうかを㡰和᳨定により᳨ウした。 
㡰和᳨定の結果ࠊ᭷ពな㐪いがみられたのはᚑ業ဨ数といくࡘかの産業分野である。産学ᐁ連ᦠの

経験がある業はࠊない業に比べてᚑ業ဨ数がከく（経験あり㸹平均ᚑ業ဨ数 209 人ࠊ経験なし㸹平

均ᚑ業ဨ数 121 人）ࠊ〇造業にከい。㏫に産学ᐁ連ᦠの経験がない業はࠊᘓタ業ࠊ動産業ࠊ༺業ࠊ

ᑠ業ࠊ㐠㍺・ᗜ業ࠊサービス業にከい。〇造業に産学連ᦠの経験がከいという結果は୍ࠊ⯡的な認

識とも整合的である。 
ḟに産学ᐁ連ᦠの経験の᭷↓によってࠊ大学・公的研究機関の研究成果の業における活用にࡘいて

どのようにホ౯が異なるのかにࡘいて᳨ウした。産学ᐁ連ᦠといった明示的なᙧ態をとらずともࠊ大

学・公的研究機関の研究成果はࠊ科学的▱見というࡑの公ඹ㈈的性質によってࠊㄡにとってもアクࢭス

がᐜ᫆である。ࡑこで必ずしも産学ᐁ連ᦠのᯟ⤌みに㝈ることなくࠊ大学・公的研究機関の研究成果が

業にどの⛬ᗘ活用されているのかࠊ主観的なホ౯をồめた1。タ問としてはࠊ大学・公的研究機関の研

究成果がࠊ業が〇ရ・サービスを⏕みฟすことにどれだけ結びࡘいたのかをᑜねている。ල体的には

Mansfield(1991, 1998)にならってࠊ「貴♫の〇ရ・サービスのうࠊࡕ大学・公的研究機関で行われた研

究の成果がなければ⏕みだされᚓなかったものの合（ၟရ数）はࠊどの⛬ᗘですか。必ずしもṇ確な

数್をお調べいただく必要はなくࠊ┤ឤでお⟅えいただければ結構です。」という質問⚊をస成した。

このタ問に対する㑅ᢥ⫥はࠊすべて（100㸣）ࠊ㠀ᖖに大きい（30㸣以ୖ 100㸣ᮍ‶）ࠊ大きい（10㸣以

ୖ 30㸣ᮍ‶）ࠊある⛬ᗘ（3㸣以ୖ 10㸣ᮍ‶）ࠊከ少（1㸣以ୖ 3㸣ᮍ‶）ࠊᑠさい（0.3㸣以ୖ 1㸣ᮍ‶）ࠊ

㠀ᖖにᑠさい（0㸣ではないが 0.3㸣ᮍ‶）ࠊまったくない（0㸣）の 8 段階となっている。 
産学ᐁ連ᦠを経験したことのある業としたことのない業にグループ分けして示ࠊのᅇ⟅結果をࡑ

した結果がᅗ３である。 
産学ᐁ連ᦠの経験がないグループの結果をみるとࠊ大学・公的研究機関で行われた研究の成果がなけ

れば⏕みだされᚓなかったものの合（ၟရ数）は「まったくない」がᅽಽ的にከくࠊ「㠀ᖖにᑠさい」

「ᑠさい」の㡰にࡑの合はῶ少していく。ᅇ⟅の分ᕸはᕥഃ（「まったくない」）に೫った明確なᙧを

している。産学ᐁ連ᦠの経験がないグループにおいてはࠊ「ከ少」（1㸣以ୖ 3㸣ᮍ‶）以ୖと⟅えた人の

合計は10.9ࠊ㸣どでありࠊとࢇどの業はࠊ大学・公的研究機関で行われた研究の成果がなければ

⏕みだされᚓなかったものの合（ၟရ数）はとࢇどないと考えている。なおࠊ大学・公的研究機関

の研究成果の㈉献ᗘが「ከ少」以ୖと⟅えた 10.9㸣の業にࡘいてはࠊᅗ㸰の㡯┠にᣲࡆられているよ

うな産学ᐁ連ᦠの経験がないにもかかわらずࠊアカデミックࢼレッジの㈉献ᗘがあるとホ౯している。

これらの業はࠊ公開された学術論文をཧ↷するࠊ大学研究者との㠀公ᘧ・ಶ人的なࢥンタクトをする

などのᙧでࠊアカデミックࢼレッジを活用しているものと考えられる。 
 ୍方ࠊ産学ᐁ連ᦠの経験があるグループの結果はࠊ産学ᐁ連ᦠの経験がないグループに比べればࠊ大

学・公的研究機関で行われた研究の成果がなければ⏕みだされᚓなかったものの合（ၟရ数）は「ま

ったくない」とᅇ⟅した合はきわめて少なくなっている。ただし13.1ࠊ㸣は「まったくない」とᅇ⟅

しておりࠊこれらの業にࡘいては連ᦠの成果がᚓられなかったものと定される。このᅇ⟅分ᕸから

                                                  
1 大学・公的研究機関の研究は主にᇶ♏研究であることもありࡑࠊの研究成果の活用によって業がど

のような影響をཷけているのかをᐈ観的にホ౯することは㞴しい。主観的ホ౯のሙ合ࠊこの点がクࣜア

できることに加えてࠊᐈ観的ホ౯では見ⴠとしがࡕな大学・公的研究機関の㈉献をフ࢛ローできるもの

と考えられる。 
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はࠊᅇ⟅㢖ᗘのࣆークは「㠀ᖖにᑠさい」と「ある⛬ᗘ」の 2 カ所に顕れている。結果としてࠊ産学ᐁ

連ᦠの経験がある業の方がࠊ経験のない業よりもၟࠊရ化にあたってのアカデミックࢼレッジの㈉

献ᗘを㧗くホ౯している。 
 
4. 結ㄒ 

 G5IPS 業サーベイではࠊアカデミックࢼレッジのၟရ化の㈉献ᗘとしてࠊ「まったくない」（0㸣）

の合がᅽಽ的にከいとう結果が示されたがࠊᅇࠊ産学ᐁ連ᦠの経験のある業とない業に分けて

結果を見たところࠊ産学ᐁ連ᦠの経験のある業のᅇ⟅分ᕸはࠊ体傾向とはく異なっておりࠊアカ

デミックࢼレッジの㈉献ᗘに୍定のホ౯が与えられていることが分かった。 

 もっともࠊもともとアカデミックࢼレッジを㧗ホ౯していたからこࡑ産学ᐁ連ᦠを行おうとᛮった

業も୍定合で存在することが推 されるためࠊ「アカデミックࢼレッジを㧗ホ౯していた業にとっ

てࠊ実際に産学ᐁ連ᦠを行った結果ࠊアカデミックࢼレッジのホ౯がさらに㧗まったかࠊあるいはపく

なったか」ࠊ「アカデミックࢼレッジをపくホ౯していた業にとってࠊ実際に産学ᐁ連ᦠを行った結果ࠊ

アカデミックࢼレッジのホ౯が㧗くなったかࠊあるいはపいままだったか」ࠊといったことにࡘいてはࠊ

 。㏣加の調査が必要であるࠊアࣜング調査➼もྵめࣄ

 またࠊここで╔┠したタ問はࠊアカデミックࢼレッジがなければ⏕みฟされᚓなかった〇ရ・サービ

スの合を問うものでありࠊ〇ရ・サービスの数ではないためࠊ⏕みฟしている〇ရ・サービスの数が

ከい大つᶍ業においてはࠊᅇ⟅が「㠀ᖖにᑠさい」ഃにれࡊるをᚓないという≉ᚩがある。ᚋの

ㄢ題としてࠊ業つᶍとࣜンクさࡏてさらに分析を行う必要がある。 
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ᅗ㸯 大学・公的研究機関の研究成果のၟရ化の活用に対するホ౯ 
（GRIPS 業サーベイ） 
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ᅗ㸰 産学ᐁ連ᦠの状況 

 
表㸯 産学ᐁ連ᦠの経験別 グ㏙⤫計 

㻺 ᖹᆒ್ ୰ኸ್ ᶆ‽೫ᕪ 㻺 ᖹᆒ್ ୰ኸ್ ᶆ‽೫ᕪ 㡰᳨ᐃ

ᚑᴗဨ数 29㻠8 120㻚㻣988 㻟㻣 㻢㻢2㻚9㻣0㻢 2219 208㻚㻣9㻟2 㻢㻢 5㻣㻟㻚928㻟 㻖㻖㻖
㎰䞉ᯘ䞉Ỉ⏘ 29㻢2 0㻚00㻟0 0 0㻚0550 22㻟1 0㻚00㻟㻢 0 0㻚0598
㔠⼥ 29㻢2 0㻚00㻠㻣 0 0㻚0㻢8㻢 22㻟1 0㻚00㻢㻟 0 0㻚0㻣90
ᘓタ 29㻢2 0㻚129㻢 0 0㻚㻟㻟㻢0 22㻟1 0㻚105㻟 0 0㻚㻟0㻣1 㻖㻖
ື⏘ 29㻢2 0㻚01㻣9 0 0㻚1㻟2㻢 22㻟1 0㻚00㻠9 0 0㻚0㻣01 㻖㻖㻖
〇㐀 29㻢2 0㻚㻟㻣㻣㻠 0 0㻚㻠8㻠8 22㻟1 0㻚5㻟0㻣 1 0㻚㻠992 㻖㻖㻖
༺ 29㻢2 0㻚2㻣92 0 0㻚㻠㻠8㻣 22㻟1 0㻚2098 0 0㻚㻠0㻣2 㻖㻖㻖
ᑠ 29㻢2 0㻚0㻟㻠㻠 0 0㻚182㻠 22㻟1 0㻚01㻣0 0 0㻚129㻠 㻖㻖㻖
㐠㍺䞉ᗜ 29㻢2 0㻚020㻢 0 0㻚1㻠20 22㻟1 0㻚0099 0 0㻚0988 㻖㻖㻖
䝃䞊䝡䝇 29㻢2 0㻚1㻟20 0 0㻚㻟㻟8㻢 22㻟1 0㻚1112 0 0㻚㻟1㻠㻠 㻖㻖
䛭の 29㻢2 0㻚0010 0 0㻚0㻟18 22㻟1 0㻚001㻟 0 0㻚0㻟㻢㻣

⏘学ᐁ㐃ᦠ䚷⤒㦂䛺䛧 ⏘学ᐁ㐃ᦠ䚷⤒㦂䛒䜚

 
***; 1%Ỉ‽で᭷ព **;5㸣Ỉ‽で᭷ព 
 

産学ᐁ連ᦠの経験あり 44.6%
産学ᐁ連ᦠの経験なし 55.4㸣 
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ᅗ３ 大学・公的研究機関の研究成果のၟရ化の活用に対するホ౯ 
      （産学ᐁ連ᦠの経験別） 




